
新たな大都市制度創設の提案に向けた検討の方向性 （概要） 
 
 

○横浜市は、他自治体や国に影響を与えているにもかかわらず、一般市町村と同じ枠組みの中で一部

特例的に扱われているにすぎず、大都市の複雑なニーズ及び問題に十分応えられていない。 

○指定都市制度は暫定措置として成立したものであるが、大都市制度の議論はまだ十分なされていない。

○新たな大都市制度の確立に向けて、国等に積極的に主張を発信していくために、「横浜市大都市制

度検討委員会」を設置し、ここに示す方向性により検討を進める。 

１ 趣旨 

２ 横浜の現状・課題 

３ 横浜にふさわしい新たな大都市制度検討の基本的な方向性 

 その他（税財源・都市内分権） ※今後、詳細を議論。これまで出された主な意見

○税財源 

・受益と負担……横浜市内の事業者がその多くを納めている法人事業税（県の収入）の還元など、受益と負

担の問題と、横浜の都市構造の特異性とを合わせた検討が必要。 

・財政力の強化……地域の実情に合わせて、大都市行財政需要に見合った財政自治権を確立していくことが

必要。なお、包括的権限と財源はセットで考えるべきである。 

○都市内分権 

・市民協働の推進……市民活動が活発である横浜の利点を生かし、これまで以上に市民との協働を強めてい

く視点が必要。363 万人市民の力が十分発揮できるよう、現行の仕組みの見直しを検討すべき。 

・「新たな公」に対する行政の役割……人の面で「大量」「高密度」「異質」という特徴を持った大都市におい

て、NPO や市民活動団体などは、新たな公を担う主体として重要だと考える。公共を担う新しい主体が大

きな役割を担う時代に、行政は何を担うべきかの議論が必要。それらの主体の相手方としては、県レベル

ではなく、市レベルの方が良い場合もある。 

・市と区の関係……横浜市域における地域間の多様性や、市と区との関係についても整理が必要。 

４ 個別論点の検討の方向性 

 権限

○大都市独自の権限として整理…権限

の移譲は、合理的・機能的であるべき。

二重行政だから解消するのではなく、市

民の視点で、なぜその権限が必要なのか

を考える必要がある。 

  例えば、交通規制や生活安全（防犯）

に係る権限なども検討対象に。 

○総合的な対策に必要な権限…市民に

身近なレベルで総合的かつ柔軟に対策を

考えることができれば、より効果的な取

組が可能になる。 

○権限の源泉の考え方…基本的に基礎自

治体のレベルで全権限を持ち、その権限

を担えない自治体を、他の自治体や国が

サポートするなどの発想が必要。 

○民間への移譲も含めた検討…民間がす

べきことを行政に依存していることも多

い。民間に移譲できる市の権限についての

検討も必要。 

○立法権限の移譲…個別法令で自治体の

自由度が大幅に制限されている。執行権

限だけでなく、立法権限の移譲まで拡げ

ることが必要。 

 広域行政  

○広域における大都市・横浜のとらえ方…「実態（都

市域）」「制度（都市自治体）」「観念（横浜市民という思

い）」の整理が必要。横浜は、「横浜」としての一体感と

魅力・ブランドが形成されている。「観念」を制度の枠

組みにくみ取ることは、独立性・自立性の高い大都市の

整理につながる。 

○県との関係…横浜における県の役割は少ない。県は機

能としての役割が中心で、都市が持つ観念はない。横

浜市が持つべき権限を整理することで、道州制なども

ふまえた県の存立基盤も明確になる。 

○東京圏における横浜の位置づけ…横浜は東京圏に

位置している特異性をふまえ、横浜の役割・機能を整

理していくことが必要。 

○近隣市など県内市町村との関係…横浜は、大都市と

して市域を越えた影響力を持つとともに、他自治体と

広域的課題解決に向けた連携協力も行っている。道州

制により県の機能が消滅して困る近隣市町村のサポー

トをどうするかなど、他市町村との関係にも配慮した

大都市制度議論も必要。 

○道州制等議論との関係…都市州タイプは大都市とし

ての自立性は高まるが、都市内分権など実態をふまえ

た議論が必要。東京圏では、大都市が中心となって都

市地域を経営する方向もある。道州制を見据えた検討

と、道州制を前提としない検討の２つの筋道を考える。

将来あるべき大都市像を目指し、進むべき方向を常に念頭に置いて検討していくことが必要。 

横浜にふさわしい制度を構想し、普遍化していくことを目指していくべき。その際には「政府間関

係」「都市内自治」の視点からの検討と、それらをつなぐ議論が必要。 

○将来を見据えた新しい時代の大都市 

・時代の進展による都市の性格の変容、少子・高齢化や人口減少、グローバル化の進展による市民

の暮らしへの影響、大都市の持続可能性などを考慮し、新しい時代の大都市のあり方を先取りして

考えることが必要。 

○市民の視点に立った市民に有用な仕組み 

・市民自治を基点に市民にとって何が一番有用かを考え、その自治構造に合わせ大都市制度を設計

していくことが必要。 

○「補完性」、「多様性」、「総合性」、「広域性」、「先端性」を基本に検討 

・国・県と横浜市の関係などにおける「補完性」、都市の個性や制度面などにおける「多様性」、課

題解決への対応などにおける「総合性」のほか、横浜は広域的な影響力を持ち、先端的な都市問題

への対応の役割もあることから、「広域性」「先端性」の視点からの検討も必要。 

・大都市制度については、多様性の観点から、一国多制度という柔軟な視点も必要。 

○横浜の特徴や実情をふまえた検討 

・横浜は、大阪、名古屋に次ぐ規模・中枢性と、東京圏における生活の場としての優位性の２つの

強みを持つ。 

・これからも多くの市民に横浜に住み続けてもらえるよう、開港都市、国際都市としての進取の気

風や柔軟性も念頭に置いて、魅力的な大都市を目指す議論が必要。 

○生活圏・経済圏からみた横浜 

・横浜市内の通勤・通学者は約 120 万人。東京 23 区

に約 45 万人の市民が通勤・通学しているが、東京

23 区、大阪市、名古屋市に次ぐ、約 40 万人が横浜

市内に流入している。 

・最近では、新しい産業の集積、外国企業の進出、本

社機能の転入なども見られる。 

・県内の多くの人々が買い物や飲食で利用する場所は、

圧倒的に横浜市内、特に横浜駅周辺となっている。 

○指標から比較した横浜 

・規模・中枢性の指標による比較では、大阪、名古屋、

横浜は、指定都市の平均を大きく上回っている。 

・横浜は、東京圏に位置しているが、自立性、都市と

しての世界的知名度、世界の諸都市との直接的なつな

がりなどから、一つの有力な核となっている。 

・知識情報化社会や持続可能性ある社会における大都市の位置づけの整理も必要。 

横浜市大都市制度検討委員会
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1 趣旨   

横浜市は、市民に最も身近な基礎自治体として行政サービスを提供するとともに、  

363万人の人口を抱える日本最大の市であり、首都圏の中核的な都市の一一つとして  

の役割も担っている。また－ 高い行財政能力を発揮した先進的な取組などにより、  

他の自治体や国へも影響を与えている。しかし－ 現行の地方自治制度においては－  

一般市町村と同じ枠組みの中でも －一部特例的な扱いがされているにすぎず。大都市  

の複雑なニーズ及び問題への対応が十分とは言えない状況にある。   

現行の指定都市制度は、横浜など旧5太市に適用されるはずであった特別市制度  

を廃止し、府県改革までの暫定的な措置として成立したものであるが、51年が経過  

した現在も根本的な見直しはなされていない。現在海 国においては、第二期地方分  

権改革や道州制ピジョン策定に向けた議論が活発になっているところであるが、大  

都市制度の議論はまだ十分になされていないのが現状である。   

横浜市は、地方制度改革の議論が活発になっているこの機をとらえ、大都市自治  

を拡充する新たな大都市制度の確立に向け、国等に積極的に主張を発信していくた  

め、専門的かつ幅広い見地から横浜市に対して助言。提言をする「横浜市大都市制  

度検討委員会（委員長：小林重敬 横浜国立大学大学院教授）」（以下「委員会」と  

いう。）を設置し、検討を進めているところである。   

本冊子は竜 委員会におけるこれまでの議論の中から、横浜市にふさわしい新たな  

大都市制度創設の提案に向けた検討の方向性を整理したものである。  

2 横浜の現状・課題  

横浜市の現状と課題をいくつかの指標から整理すると、以下のとおりである。  

（1）生活圏・経済圏からみた横浜   

横浜市内の通勤。通学者数は約120万人である。東京23区に約45万人の市民が  

通勤◎通学しているが、横須賀⑬三浦、県央、湘南地区を中心に、横浜前に流入す  

る人口は約40万人で、流入人口としては東京23区、大阪市、名古屋市に次いで第  

4位である。（参考編：図表－1参照）   

横浜は、港湾都市という特徴から、重化学工業等の製造業や運輸業が集積してい  

るが∴最近では∴汀やバイオ、コンテンツ産業など新しい産業の集積が見られると  

ともに、外国企業の進出や日産自動車をはじめとする本社の東京からの移転、研究  

施設の集積など、様々な機能が重層的に高まってきている。   

また、「神奈川県消費行動調査」によると、県内の人々が買い物や飲食で利用す  

る場所としては、横浜駅周辺が圧倒的に多く、みなとみらい地区なども含め、横浜  

市内に集中していることがうかがえる。（参考編：図表】2参照）  
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（2）指標から比較した横浜  

全国の指定都市（データ収集の都合により14市）を、①太上い交流、②経済、   

③情報・文化、④行政の4つの分野における規模鯵中枢性を示す指標により比較   

すると、横浜市は、規模では大阪に次いで第2位、中枢性では大阪、名古屋に次   

いで第3位となり、さらに大阪、名古屋、横浜の3市が他の指定都市の平均を大   

きく上回っていることが分かる。（下図及び参考編：図表一3、4、5、6参照）ま   

た、2007年世界生活環境調査（世界都市ランキング）でも、横浜は、国内では、   

東京に次いで第2位という高い評価を得ている。（参考編：図表－7参照）  

このように、横浜は、規模鵡中枢性では大阪、名古屋と並んで第1グループで   

あり、世界的に見ても高い評価を得ている都市であるが、世界一一の巨大都市圏で   

ある東京圏に位置しているところに、他の2市とは違う特異性がある。  

しかし、横浜は、東京圏における相対的自立性や都市としての世界的知名度セ   

シティネット（アジア太平洋都市間ネットワーク）をはじめアジアや世界の諸都   

市との直接的なつながりなどが高いことから、大阪、名古屋と同水準の自立性が   

あり、かつ東京圏においても一つの有力な核となっている。  

なお、上記の4分野のデータでみる規模訪中枢性は、工業化社会を前提とした   

指標ともいえ、現代及び新しい時代の大都市の指標を考えるにあたっては、知識   

情報化社会や持続可能性ある社会における大都市の位置づけについても、改めて   

整理していくことが必要である。例えば、「全国の注目を浴び、人々が集まる」「社   

会関係資本（ソーシャルキャピタル）の豊かさ」「グローバルな都市ネットワーク   

時代の位置づけ」なども、新しい時代の大都市の指標として考えられる。今後掬そ   

れらの指標による整理を試みていくことも必要である。  

（図）  
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…し 適温にふ旦塾 

今回の大都市制度の検討は、大都市としての横浜の現状と課題を把握し、その課   

題解決に必要な政策を推進できる横浜にとってふさわしい制度を構想した上で、そ   

れをわが国における大都市制度として普遍化していくことを目指していくべきであ   

る。  

また、検討にあたっては、政府間関係と都市内自治の2つの視点からの検討が必   

要であり、この2つのレベルをつなぐ議論も必須である。   

検討にあたっての基本的な方向惟は、現時点では以下のとおりである。  

（1）将来を見据えた新しい時代の大都市  

それぞれの時代において、都市の形成の仕方と機能は異なる。農業社会、工業   

化社会、知識情幸田ヒ社会など、時代の進展によって、都市の性格も大きく変容し   

ていく。  

また、わが国全体の少子・高齢化や人口減少、グロ←パル化の進展などによる   

市民の暮らしへの影響と、成熟都市時代における大都市の社会的、経済的、文化   

的、環境的な持続可能性にも配慮して、都市政策を展開する必要がある。  

このような時代背景を考慮し、新しい時代の大都市のあり方を先取りして考え   

ていくことが必要である。  

（2）市民の視点に立った市民に有用な仕組み  

新しくつくられる大都市制度は、市民の生活の質を高める上で役立つ仕組みで   

あることが求められる。そのため、制度の構築にあたっては、行政の視点だけで   

はなく、市民の視点から検討していくことが何よりも重要であり、市民生活にプ   

ラスになる大都市の権限などを求めていくぺきである。  

市民自治を基点にしながら、大都市、大都市圏、広域自治体の自治構造につい   

て、市民にとって何が・′一番有用かを考え、その自治構造に合わせた大都市制度を   

設計していくことが必要である。  

（3）「補完性」、「多様性」、「総合性」、「広域性」、「先端性」を基本に検討  

市民による自治を行う上では、「補完性の原理」に基づき、国や県などの介入を   

できる限り排除すべきである。国り県と横浜市の関係や市と市民の関係などにつ   

いては、「補完性」の観点から検討していくべきである。  

また、地方自治の本旨は、自由で多様な自治を許容することである。大都市制   

度については、都市の個性などを鑑み、「多様性」の観点から検討していくべきで   

あり、一国多制度という柔軟な視点も必要である。  

また、加えて、複雑化する都市間超などの課題解決は、行政の縦割りに陥らな   

い総合的な対応が求められる。したがって、「総合性」の観点から検討していくべ   

きである。これまでは、「地方自治体を総合的な行政主体に」という建前のもとで、   

国の各省庁が、行政の縦割りのまま個別法令で都道府県・市町村に仕事を下ろし   

てきた経過がある。今後は、大都市独自の「総合性」を明確に主張していくこと  
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も必要である。   

「補完性」「多様性」「総合性」は、基礎自治体としての大都市の役割を整理し  

ていくための軸となるキーワードである。   

さらに、横浜は、基礎自治体としての役割のはかに、大都市としての役割があ  

り、広域的な影響力を有するほか、高い行財政能力を有し、先端的な都市間題に  

対応する役割も担っている。したがって耳「広域性」「先端性」の視点からの検討  

も必要であり、「補完性」、「多様性」、「総合性」、「広域性」、「先端性」という5つ  

のキ山り｝ドを基本に、さらに検討を進めていくことが必要である。  

（4）横浜の特徴や実情をふまえた検討  

横浜は、大阪、名古屋に次いでそれらに類する規模・中枢性を有する一一方で、   

世界一の巨大都市圏である東京圏に位置しているという特眞性がある。しかし、   

後者の特徴については、東京に勤務しながら横浜に生活する市民が約45万人いる   

という、生活の場としての横浜の優位性を示しているともいえる。  

したがって、これからも多くの横浜市民が横浜を愛し、住み続ける可能性を高   

めるためにヤ 多様な顔を持つ横浜の各地域の個性を生かしつつ、さらに魅力のあ   

る大都市にしていくという視点からの議論も必要である。  

また、横浜は、開港都市、国際都市としての進取の気風や柔軟性も兼ね備えて   

いる。それらを念頭に置きながら、大都市・横浜はどうあるべきかを考えていく   

ことも必要である。  
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生 

将来のあるべき大都市像を目指し、現在及び将来における課題の解決に必要な政   

策を推進するための個別論点としては、権限、広域行政一 税財源、都市内分権の4   

つに大きく分類整理する。ただし、大都市がどのような方向に進むべきかを常に念   

頭に置いて検討していく必要がある。  

ここではも これまでの委員会での議論をふまえ、大都市の権限と広域行政を中心   

に検討の方向性を整理する。  

＝）権限  

①大都市独自の権限として整理  

国や県から権限が移譲された場合、それまで国や県が行っていたことと同じ  

ことをするのではなく、横浜市がその権限を持つことにより、横浜の個性を生  

かした独自のまちづくりや総合的なサービス提供が可能になるなど、これまで  

とは違い、合理的でかつ機能的であるという整理をしていくことが必要である。  

例えば、防犯・防災や土地利用宙都市計画などに関する権限を横浜市が包括的  

に持つことは、現在県が持っている機能とは違う次元の新しい機能をつくり出  

す権限として考えていくことになる。  

また、国や県との二重行政だから全て解消すべきという単純な整理ではなく、  

市民の視点に立って、横浜市になぜその権限が必要なのかも精査していくこと  

が必要である。  

さらに、大都市は、基礎自治体の代表として、他の自治体をリードする役割  

を担っている。例えば、交通規制や生活安全（防犯）に係る権限を持つことに  

より、他の自治体をリードする方向性を出すこともできると考えられる。これ  

まで議論がされてこなかった警察制度の分権化を、大都市として宣言する時代  

になってきたのではないかと思われる。  

②総合的な対策に必要な権限   

市民に身近なレベルで、総合的かつ柔軟に対策を考えることができれば、よ  

り効果的な取組が可能となる。   

従来は、政策形成機能や調査研究機能は、国や広域自治体の機能と見られが  

ちであったが、まさにこれらの機能は、基礎自治体でかつ高い行財政能力を持  

つ大都市だからこそ総合的に担えるものであり、そのための包括的な権限が必  

要となる。  

⑨権限の源泉の考え方   

現在の指定都市・中核市・特例市制度のように、特例として権限を付与され  

るのではなく、「補完性の原理」から、基本的に基礎自治体のレベルに全ての権  

限があるという考え方を明確にすべきである。行財政能力が低く、事務を担う  

ことができない規模の自治体については、特例として、他の自治体や国がサポ  

ートしていくことを原則とするという発想の転換が必要である。  
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このように考えると、包括的権限は、底辺にある基礎自治体に属していると  

いうことを原則に、権限移譲の議論を進めていくべきであろう。例えば鞄「国土  

形成計画」での議論では、国際交流でさえ国経由でなく、各地域が独自にすべ  

きだとも指摘されている。  

④民間への移譲も含めた検討   

横浜市は、民の力の活用を積極的に進めているが、日本全体としては、本来  

は民間がやるべきことをいまだに行政に依存しているケースも多い。国や県か  

らの権限移譲の議論とともに、どの部分を民間に委ねることができるかについ  

ても、併せて検討を進めていくことが必要である。  

⑤立法権限の移譲   

国が個別法令により企画・立案段階で各種基準や手続を決めているため、自  

治体の自由度はいまだに大幅に制限されている。現在、地方分権改革の議論の  

中でも、法令の規律密度の緩和などの意見が出されている。例えば、平成16  

年に制定された景観法は、国が枠組みだけをつくり、具体的な内容を条例に委  

ねることにより、指定都市は実質的な決定権を担保できている。   

今後、権限のあり方を検討するにあたっては、対象を執行権限だけに限定せ  

ず、立法権限の移譲にまで拡げていくことが重要である。国の法令は、枠組み  

などの基本的事項のみを規定し、それぞれの細則は条例で制定できるという視  

点での見直しが必要である。  

（2）広域行政  

①広域における大都市■横浜のとらえ方  

都市のとらえ方には、①実態としての都市（都市域としての横浜）、②制度  

としての都市（都市自治体としての横浜）、③観念としての都市（横浜市民であ  

るという思い等）の3つがある。この3つを整理することにより、東京圏の中  

での横浜独自の位置づけを根拠付けていくことが必要である。  

横浜は、「横浜」としての一体感が醸成されており、また人々が住みたいと  

思える魅力やブランドが形成されている。観念としての都市を制度の枠組みの  

中でくみ取ることにより、独立性・自立性の高い大都市の整理につながると思  

われる。  

②県との関係   

大都市制度を考えるにあたり、県の位置づけはある程度整理しておくことが  

必要である。県の役割については、全国知事会が平成13年にまとめた「地方  

分権下の都道府県の役割」の中で6つのメルクマール（参考編：図表－8参照）  

を提示しているが、横浜についてみるならば、このうちの－－一一つ「行政対象が広  

域的に一体のもの」以外については、県の役割は少ないと思われる。   

また、県は機能としての役害りが中心であり、都市が持つ観念はない。特に、  

指定都市、中核市を各2つ、特例市を5つ抱える神奈川県の役割については、  
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今後変容していく可能性が高し㌔   

なお、横浜市が持つべき権限が整理されることによって、道州制などもふま  

えた県の存立基盤も反射的に明確になっていくと思われる。  

⑨東京圏における横浜の位置づけ   

前述したとおり、横浜には、世界¶【・一一の巨大都市圏である東京圏に位置してい  

るという特異性がある。そこで、大阪、名古屋とは異なる状況にあることを前  

提に、東京圏における横浜の位置づけ、役割。機能を整理していくことも必要  

である。  

④近隣市など県内市町村との関係   

横浜は、昭和14年の第6次市域拡張以後、近隣市町村との合併等を経験し  

ていない都市であり、市域の一体性が浸透している。一方で、大都市として、  

市域を越えた影響力を持つとともに、県内や束京圏の広域的課題の解決に向け、  

それぞれ関係自治体と連携協力して対応している。   

将来の道州制を見据えると、市域内での自己完結のみを考えるのではなく、  

県の機能が消滅したときに困る近隣市町村へのサポートをどうするかなど、他  

の市町村との関係にも配慮した大都市制度議論も必要である。  

⑥道州制等議論との関係   

道州制の導入に伴い、横浜が都市州、つまり道州に包括されない道州同格の  

都市となることは、大都市としての自立性が高まるという意味はあるが、都市  

内分権（自治区の設置）など、都市州の実態をふまえた議論も必要である。例  

えば、東京のような特別区制も考えられるが、現行の東京23区をみると、常  

に特別区側から自治権の拡充要求があり、安定してないという欠点もある。   

また、地域的合理性を考慮する必要があり、全国一一律の道州制ということに  

はならないのではと考える。例えば、他の道州や中央政府とのバランスを考え  

ると、東京圏においては、強大で集権的な道州ではなく、都道府県合併的な道  

州を置き、大都市地域については大都市が中心となって経営していく方向もあ  

りうると考える。   

加えて、東京圏の特殊な状況がある中で、道州制自体の議論の先行きが不透  

明な現時点においては、道州制を見据えた検討と、道州制を前提としない検討  

の2つの筋道を考えておくことが必要である。  

（3）その他（税財源・都市内分権）  

その他の個別論点である「税財源」と「都市内分権」については、今後の委  

員会において詳細な議論を行う予定であるが、これまでの委員会で出されたこ  

れらの論点に関する主な意見をまとめると、以下のとおりである。  
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（り税財源  

ア．受益と負担  

現在、法人事業毒削ま－ 県税として県の収入となっているが、横浜市内の事   

業者がその多くを納めているのも事実である。それがどのように還元されて   

いるのか、受益と負担の問題と、横浜の都市構造の特異性とを合わせた検討   

も必要である。  

イ．財政力の強化  

横浜が、独自の判断と責任に基づき－ 地域の実情に合った都市経営を進め   

るためには、大都市の行財政需要に見合った自立的な税財源の拡充と財政自   

治権の確立が必要である。税源移譲、国庫補助負担金の廃止、地方交付税改   

革を一体的に行う三位一体改革の実現が求められる。  

また、包括的権限と財源はセットで考えるぺきである。例えば、ヨーロッ   

パの事例では、道路交通についてみると、駐車場収入、罰金、道路占用時の   

課金などの収入を、道路交通や公共空間の維持費用に充てていることもある。  

②都市内分権  

ア．市民協働の推進  

横浜は、自治会町内会活動をはじめとした市民活動が活発であり琶 市民満   

足度を高めるためにも、この利点を生かしつつ、これまで以上に市民との協   

働（市民間の協働、市民と行政の協働）を強めていく視点が必要である。  

363万人の横浜市民の力が十分に発揮できるよう、個別法令も含め、現行   

の仕組みの見直しを検討していくべきである。  

イー「新たな公」に対する行政の役割  

「新たな公」のようにこれまでの市民協働と異なる範疇が様々な分野で生   

じてきた。大都市は、人の面では「大量」「高密度」「異質」という特徴があ   

り、そこで多様な活動を展開するNPOや市民活動団体などは、新たな公を   

担う主体として重要であると考えられる。  

公共を担う新しい主体が大きな役割を担う時代になってきたとき、行政が   

何を担うのかという議論も必要になる。それらの主体の相手方としては、県   

のレベルではなく市のレベルの方が良い、という議論になる可能性がある。  

ウ．市と区の関係  

大都市制度の検討にあたっては、横浜市域内における地域間の多様性や、   

市と区との関係についても整理していくことが必要である。  
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（図表一1）  

横浜市の流出・流Å通勤通学者数（柑歳以止）  

（平成17年）  
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（図表－3）  

人口租交流  

る指標：大都市の規模■能力を表すと考えられる指標  

の中枢管理機能を表すと考えられる指標  

大  

ヰ  

桂準  

名古屋市  

≠  

さいたま市  

叫・順  

札幌去＼  

仙串   
i ‖   

qミヒ九州市  
静岡市   

0  100  ZOO  

中枢性  

グラフ作成に使用したデータ  

規模に関する指棲   中枢性に関する指標  

D王D地区（人口集中地区）  
政令指定都市       人口毒人口密度 昼間 昼間   

（人ノノ′km2）就業者 通学者        人口ー人口敵勘人口比面積比  （人／km2）（％）（％）   

政令市平均  1事571．957  4，312．7   843，165 102。539  1，490ヒ302 8．47B．3   93，3j  451  

札 幌 市  1，880，863  1．677．7   856，31臥 114．675  1，812，362を 7・966・4 9  
仙  台  市  1．025月9針 1．308．3  522，328 94，136  905．139j  6ナ951．9≧  畠  

さいたま市  り76，314 5．408‘6  912．252‡ 62，944  7，080．130′  9，344．5 9  

千  葉  市  924．319  3≠397．2！ 403，035  53ソ816       830ヤ38317ナ022・9童 8  
川  崎 市  1．327，01㌣  9．299．3盲  553，398： 44。031  1，3略910≧ 9．974，3≦  9  
横 浜  3β79．828‡ 8ぎ184．3ご －－4Z9，149′ 1引，116  3雫487ぎ畏絹－ 10，03る▲3；  9  

静 岡 市  700月86 510．1弓  380月79≡  43．809  610，245 6．171．6≧  8  

名 古 屋 市  2莞15．062】 6，785．3 1．361．680 167，829  2．159、379； 7朋9．9≡  9  
京 都 市  1，474月11 1，787．4≠  766．630，149，106  1，387．532  9，903，9  9  

大  阪 市  2．628β11 ‖月35．6i2月97プ2ノ18宣175，248  2ヶ628，312′ 11．857．4＝ 10  

神 戸 市             1．525ヶ3932，763－3≧ 680β43：ノ105．647  1サ409，454  9，536，2′  9  

広  島 市  1，154，391 1．275，6  584．609j  72，083  1ヶ004．506  7，436．9  8  

北 九 州 市  993，525 2．037．3 4≡乳212 59，962  88鋸61∃ 5朋7，2ヒ 8  
福 岡 市  1，401．279 4∫114．1‘ 798．7521132，019  1．343首902  8．936，7  95，9′  44．2  

出典：平成17年国勢調査  

D‡D地区：国勢調査区を基礎単位地域として、市町村の境域内で人口密度の高し＼調査区（原則として  

人口密度4，000人／krポ以上）が隣接しており、それらの人口が5，000人以上を有する地域  
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（図表－4）  

経済  

規模に関する指標：大都市の規模・能力を表すと考えられる指標  

中枢性に関する指標：大都市の中枢管理機能を表すと考えられる指標  

市一Q  

名古屋市  

H  

¢」＿＿  

市  

貴市＿＿準 白市  

さいたま  

0  100  ZOO  300  400  

中枢性   

グラフ作成に使用したデータ  
規 模 に 関 す る 指 標  中 枢 性 に 関 す る 指 標  

三 

（百万円）】従業者数  政令指定都市                       市内総生産三事業所   慧蕎ぎ蓋曇桑憲諾警告諾警  資本金 10億円以上の蔓芸喜㌻悪霊芸 企業数  責・≠！当監弓′等丁   

政令市平均  101  5昏6，763  
∃  

札幌市   67  456－567   

仙  台  市  4．171J53を  467，156 85l。069 1．246．421 154．228≡   68乳049  3畠 20j 5Y233L  川0′   2・105   
さいたま市  3，427，023i 355，157≡  糾3－167 1，051，鍼7；121，375  24  16…  2◆450   96  卜268   

千  葉 市  3官＄53．446  326，411 1．053，778」 962，956． 113．252  4ヶ292r279  38  23 1ヴ9柑  92j lヴ037   
川  崎 市  4－704，567  447－983  4．250，734 1，140．01針 129，935  2，95l￥224   48 31 1β55   851 1，045   
横 浜 市  12朋8朋8jl．1略77針 4，452，584 3，621．5鉦 391，346… 日用玖172  183  7¢‡6サ523 267  4，202   

静 岡 市  2，898ヒ064  314†455  1，471．278   802，288F   85．102…  2－812t242   30  3，183    1．294   

名 古 屋 市  12一別6＝673ミ 1ヶ2a4．915  3．764．722！3．066．661妄  395，77木 1乙338†535   柑5   109 14∀550    324芦 6．029   
京 都 市  6y肺9．111書 6軋062喜 乙270・476；2tO33・288  200月37  6畠 42 6，200  140′    2，61ヰ   

大  阪 市  21寧265朗引 2，0略304；4．1隠820ぎ 4．542，0421651．271j 5，926ヴ514  50B  242弓 25ト228  418斎 11・722   
神  戸  市  5－969・0町 634．522 乙572，3451・745．2641205・6町 7，6甘533  84 

広  島 市  49692t800≦  502，261  1亡925・614 －・372朋7！－46，680 796，334   46   36三 4，830   25 5ゥ145  こ≡写享 …；；≡…  
● ▲ 

北九州市 福 岡 市  ．‘・▲卓▲‘▲▲．芦  い朋6，38日1▼146・500 ‖帰1711棚980  610，2561，820ゝ212243，332：1．592．322   ． ．． 
出典：市民経済計算、平成16年事業所・企業観計調査、平成17年工業統計調査、平成16年商業統計調査、平成17年貿易統計   
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（図表－5）  

情報診文化  

規模に関する指標：大都市の規模・能力を表すと考えられ  

中枢性に関する指標：大都市の中枢管理機能を表すと  れる指標  

H 円             u  
大阪市…  

横浜市  ＼  ¢ノ′名古  

H   

‖ H   

0  100  200  300  

中枢性   

グラフ作成に使用したデータ  

規 模 に 隣 す る 指 榛   中 枢 性 に 関 す る指 棉  

政令指定都市                     † 

慧郡羞麿が照雄勘博物館数  大学数ぎ㌶…蓋蕾恵…農法器‡震冨蕎慧    山  ‖   
政令市平均  28調3脾10・486■ 44  28 546   109   

1・冊妄2調臥913 
24  

29†0222月5112ヶ150F 2。035r2，237．905≦  30   50 2B   697  99   

仙  台 市  17，514 2．1什 6．237。1，2町 2．629．3吋   20  10喜 一略006 23  452  54   

さいたま市  8．412 1．041 4朋6 589… 3・6陀1叫   14   4 甘501 24 9 294 2   

千  葉 市  11，974   810 5，2叫   812… 2†721．956 9   7亨 28，329 17 7   266   66   

川  崎 市  29，876  58ト 7pO59≡  492三 2ざ055朋3∃   15   3≡ 28㌢473   52 5   柑0  2   

横 浜   49．乃5！ 乙282 15．鵬5圭  7ヶ843ぎ 4，5相即1盲  嘩2  10葦 錮夕昏35 108 2嘩 648 159   

静  岡 市  6．902   996て  3，787  386… 2，632月99】  14   ヰ幸14．156巨  6  甘   313   15   

名 古 屋 市  48．760 6，912て 18，7291 1，511≡ 3朗8，3拍を  30  15L  82，334 46 52  色64  236   

京  都 市  13，209 1．430  9も32軒  607… 2，795，044 62  25 131，614 59 13 456 224   

大  阪 市  108．267」15†549 30，153 924… 3．797，630 29   7ン 41．002巨  90  1け 1．339  249   

神 戸 市  15．570≧ 1．154 9，586 乙513Ll．693．465！  31   柑  65，816 64  19 676   177   

広  島 市  1 2■ 1  12 3乙053 16 21  423  38   

： 1 9  23，516弓  24  10  301 24   

福  岡 市  35す851 4ナ223 10β66i l．225董 2，384．764 15  11J 7γ469 21  51  735  頂80   

出典・大都市比較統計年表、平成16年事業所・企業統計調査、平成17年学校基本調査、2005年コンベンション統計  
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（図表－6）  

行政  

規模に関する指標：東都市の規模雷能力を表すと考えられる指標  

中枢性に関する指標：大都市の中枢管理機能を表すと考えられる指標  

重大阪市  
i  

横浜市一8  

一名古屋市－Q  

萱札幌市   

H 臼 H H  

神戸牛・－・0  

＼ロ  

川崎市＼筍  室＼ 

北九州市   島市  H H H ‖  

㌔㌧  

福岡  
⊥む   

乳＼、凱、た  仙台市  
書手由市   

0  100  200  

中枢性  

グラフ作成に使用したデータ  

規 模 に 関 す る 指 標   中 枢  性 に 関 す る 指 梯  

政令指定都市                        ㌫認諾ご孟 
産業別事業所  設置者別事業所敷  

軍軍喜芦 …鰻蓉2逼翳横        国家公跡地方公務  鳥孟都道府県局区町村   
政令市平均  725，1甘366ぎ 224【457yOO7  78．256寧094r187一別3… 16，76733，779．561   64て  156   4≡  135 963   

札 幌 市  802、834．5了4 207，871－925  0 181．516  24。402… 6乙145亨246   75〉   10†19  997   
仙  台 市                    395月63β92≡ 58β43．898こ 39，886，1961116．00816β69ぎ 27，342ぎ173   61   5 1  722   

さいたま市      364，213，鋸針1，062月37  012乳93ト 9．656 2乙576，940   48   2；103  573   

千  葉 市  355朋6†762  O 094－70111†…22朋8朋9   38   1 128  481   

川 崎 市  506，268，724  0 46．623．176 151．95∈∋j lO，500j 16，304．947   20テ   1  55   844   

横 浜  193収ヶ892ヰ124て1悉7斤5gO．969146β33．039＝ 朝4照閲 3即09… 55ぢ†12，苫88  79…   4 

静 岡 市  239，7961355 0  0  79．002…  7，355丁 21，335，768   

名 古 屋 市  960，297牒67：419，417．㈹9109．862．066≦ 277，148 27，795≧ 54朋7－924   82i   7   182 1．2柑   

京 都 市  672．032㌢3柑 苫14β07，098112．330，845 1B5．467 15†123毒 24，342．543  55   3 104－ 999    □   

大 阪 市  1，664，68畠サ507831－2＝．115 82．226，848㌻ 425．499 19．009  40，280，582  107   6   205  1．206   

神 戸  市  1す1略155，8叶104．896，79078朋9，9吋1阻116 甘5町 34即4，9卯   60   3 146 11OO 
広  島 市  507す799Y125  O 0て146－806 13．246 29．6∽、727   70   3∃ 115  8鵬   
北 九 州 市  518，672，748  0こ  9ト336ト64針 110，488：15．849  32．663β09   57二   1  83    846   

福 岡  市  703，900，807≡114，210，639  0ぎ 140，782；16．542  29，101．518   け 147   4  101皇  965   

出典大都市比較統計年表、平成13年事業所・企業統計調査   
注）平成13年事業所・企業統計調査結果を使用しているため、静岡市の数値は不詳となっています。  
静岡市の中枢性の指標は産業大分類「公務」の事業所数（旧清水市、旧静岡市の計）から計算した参考値です。  
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（図表一7）  

＜怒希の住みやす酎二関する三恕評伝・指壊＞ 

： －？「ナ∩フ壬十ヒ見士手淫士青菜音字 rUモ：〔ヨ＝ ル＝己‥・キラTニこ．し「こe C（、：「ミL  マーサーの調査は、生活環境査定  

に必要な39の重要項目について評価  

を実施。カテゴリーは以下のとおり。   

政治・社食環境（政情、治安、法秩序等）  

経済環境∈現地通貨の交換鵠軌酎子サービス等）  

社会文化環境く検曙、個人の自由の制限等）  

健康・衛塵ほ医療サービス√伝染病∴下水道詮乱  

麻葉物処理、大気汚染等）  

学校および教育（水草、およぴインターナショナル  

スケ「‰の有無等）  

公共サ帥ビスおよび交通（電気、殊遇、公共交  

通機屈し交通渋儒等）  

レクリエーションルストラン、劇場、映画館、ス  

ポーツ・レジャー施設等）  

消費財（食料／日常消費財の調達状況等き  

住宅〈住宅、家具、住居線持サービス闊達等〉  

自然環境（気候、自然災晋の記録き   

声TぎJ  

′∵主 監要  

二ニー一三∴一丁を革紐乾こする競鰐 、雷－㌻耳イ∴ メンノ  ＝ノブ ニ  げ台数 －てブ肌－  
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（図表－8）  

（全国知事会「自治制度研究会報告書」（平成13年7月）から）  

●6つのメルクマール   

①産業（製品虚サービスの生産野供給）に係るものであるか   

②法人等に係るものであるか   

③行政対象が広域的に一体のものであるか   

④行政需要・行政対象が広域的に散在しているものであるか   

⑤相当高度の専門性を必要とするものであるか   

⑥市町村を包括する団体という性格に係るものであるか  

役割の例示（カツコ内は、該当メルクマール）〉  
1 環境分野  
。産業廃棄物に対する対策……・静…‥‥…‥‥線‥…‥・・…………‥  

・環境問題に対する情報提供、意識啓発、先導的取組み‥……‥‥……‥  

・広域的。総合的な環境管理・…‥…・…‥‥…‥‥‥・‥…‥・……・…・  

。環境水準の監視等・………‥‥…鯵－‥‥‥…‥‥ネ…‥‥－……‥・鎗‥  

2 保健・医療・福祉分野  
・専門的な保健サービスの提供・‥¢………・…………‥＊…・‥……・   

申医療供給体制の整備と医療監視‥‥‥…・‥‥……‥‥……‥ （②、④  
・介護保険におけるサービス水準の維持・向上………………・……‥・  

3 生活分野  
・民事関係や家庭内の問題への対応…‥・‥…………‥・・・‥…‥‥・‥・   

一生括の新しい考え方やスタイルの普及‥・…‥‥・…‥‥‥……‥…‥‥  

4 産業分野  
・農産物の研究開発とブランド化…‥－…………………………〃…   

申新産業・新事業の創出促進‥‥・‥……‥‥…………‥………‥■‥  

・産業構造や雇用環境の変化に対応した人材育成‥‥‥……‥・………・・  

・企業誘致、農業・中小企業助成、観光振興…………‥‥……‥・……・  

5 教育・文化分野  
・市町村の学校教育に対する知的支援・…・…‥‥…‥……・‥……‥‥  
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教員の活性化に向けた人事管理………  
高等学校の再編・整備と高等教育の振興  

生涯教育、芸術文化の振興‥‥‥‥‥‥  

6 基盤整備分野  
。県土整備のグランドデザイン策定と土地利用調整……………b‥‥‥‥  

・道路等交通インフラの整備……………………………………・お  

・情報インフラの整備…………………………………………・。  
・山地、河川、海岸等の殿土保全∵…………………………・t・‥‥‥   

鯵国家的プロジェクトに対する要望・調整……‘・…‥‥‥・…・‥‥…‥・  

7 地域振興分野  
・地域振興のための構想・計画の策定d…■・…・……‥‥…・ゆ…ば‥‥…‥  

・過疎地域等の支援‥曾……‥‥‥…・‥…‥‥‥‥…‥・……‥‥‥‥  

・民間団体等の活動支援…・‥‥…・…‥…q………………………t  

8 防災・危機管理分野  

・迅速に機能する体制づくり……………………・・・‥‥‥・‥‥‥‥‥   
∵災害に強い県土づくり‥・‥‥…・‥…‥‥‥・…………・‥・…‥‥‥  
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横浜市東部市制度検討委最会 委員名簿  

敬称略  

委員長   

小林 重敬（横浜国立大学大学院教授）  

副委員長   

吉田 民雄（東海大学政治経済学部教授）   

委員（五十音順）   

岡部 明子（千葉大学大学院工学研究科准教授）   

神野 直彦（東京大学大学院経済学研究科。経済学部教授）   

橋本 泰子（大正大学大学院人間学研究科∵人間学部人間福祉学科教授）   

宮嶋  修（横浜市町内会連合会会長）   

山上  果（横浜商工会議所顧問）  

横浜市東部市制度検討委鼻会  開催経過  

第1回   平成19年6月 8 日  （1）市長あいさつ  

（2）委員紹介  

（3）委員長選任・委員長代理指名  

（4）討議資料説明  

（5）自由討議  

（6）その他   

第2回   平成19年7月20日  ⊆（1）討議資料説明  

（2）岡部委員からの問題提起  

（3）自由討議  

（4）その他   

第3回   平成19年9月5日  （1）討議資料説明  

（2）自由討議  

（3）その他   

第4回   平成19年10月23日  （1）吉田副委員長からの問題提起  

（割 討議資料説明  

（3） 自由討議  

（4）その他   
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横浜市大都市制度検討委農会設置要綱  

制 定  平成19年5月18日第65号（市長決裁）  

（趣旨）  

第1条 この要綱は、横浜市大都市制度検討委員会（以下、「委員会」という。）の設   
置及び運営に閲し、必要な事項を定める。  

（目的）  

第2条 第二期地方分権改革や道州制ビジョン策定に向け、国等での議論が活発にな   
るこの機を捉え、本市としても、大都市自治を拡充する新しい大都市制度の確立に   
向け、国等に対し本市の主張を積極的に発信していくにあたり参考とするため、外   
部有識者の専門的かつ幅広い見地から助言・提言を得ることを目的とする。  

（所掌事務）  

第3条 委員会は、前条の目的を達成するために必要な検討を行い、その結果を市長   
に報告する。  

（設置期間）  

第4条 委員会の設置期間は、2か年とする。ただし、市長は、期間の延長・短縮を   
することができる。  

（委員）  

第5条 委員会は、10人以内をもって構成する。  
2 委員は、市長が委嘱する。  
3 委員会に委員長を置く。委員長は委員の互選により選出する。  
4 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名  

が、その職務を代理する。   する委員  尉
 
員
 
 

委
 
副
 
 

（
 
 （会議）  

第6条 会議は、必要な時期に、委員長が招集する。  
2 会議の議長は、委員長が務める。  
3 議事要旨及び会議資料は公開する。  

（庶務）  

第7条 委員会の庶務は、都市経営局調査・広域行政課で処理する。  

（雑則）  

第8条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に閲し必要な事項は、委員長が   
定める。  

横浜市大都市制度検討委員全  

速絡先：横浜市都市経営局調査・広域行政課大都市制度担当  

TEL：045－671－4239 ／ FAX：045－663－6561  

E－mait：tS－daitoshi＠city．yokohama．jp  

http：／／酬．City．yokohamajp／me／keiei／chousakouiki／bunken／  
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